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はじめに 

 

 近年、子どもを取り巻く環境の変化を背景に、学校教育に対するニーズや教育課題

が多様化・複雑化し、学校への期待や学校が果たすべき役割は拡大を続けてきました。 

そして、学校現場では教員の長時間勤務、多忙化という状況が全国規模で現れてきま

した。 

 一方、平成２９年３月に学習指導要領及び幼稚園教育要領が改訂され、平成３０年

度以降、順次施行される中、その着実な実現に向けて、学校は授業改善、教材研究、

学習評価の改善・充実に取り組むことが必要とされています。 

また、これからの変化の激しい社会を自立的に生き、社会形成に参画するための資

質・能力を育むためには、これまで以上に子どもたち一人一人と向き合い、丁寧に関

わりながら、個に応じた学習指導をはじめ、生活指導・進路指導に取り組むことが求

められています。 

 

 こうした状況を踏まえ、国では中央教育審議会の「学校における働き方改革に係る

緊急提言（平成２９年８月）」、さらに「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指

導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方策について

(中間まとめ)（平成２９年１２月２２日）」の公表を受けて、文部科学省の「学校にお

ける働き方改革に関する緊急対策（平成２９年１２月２６日）」がまとめられました。 

また、東京都においても「学校における働き方改革推進プラン（平成３０年２月）」

が公表され、その方向性を示すとともに、区市町村教育委員会による計画的な取り組

みを促しています。 

 

 「中央区立学校における働き方改革推進プラン」は、本区立学校教員の勤務実態を

踏まえ、教員の長時間勤務を見直し、子どもたちに効果的な教育活動を行うことがで

きるよう、取組方針と具体的施策の方向性をまとめたものです。 

 教育委員会では、本プランに基づき学校との連携のもと、保護者、地域の皆様や学

校関係者のご理解とご協力を得ながら、働き方改革の推進に取り組んでまいります。 

 

 

平成３１年２月  

中央区教育委員会 
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Ⅰ 「教員の多忙化」の背景                     

  学校現場における教員の多忙化については、様々な要因が取り上げられています 

が、その背景には学校をとりまく環境の変化と、日本の学校教育の特性が関係して 

いるとされています。 

 

 諸外国では、教員の業務が授業に特化しているのに対し、日本では、教科指導、 

生徒指導、部活動指導等を一体的に行うことが特徴となっており、このような児童 

生徒の「全人格的」な完成を目指す教育は「日本型学校教育」と呼ばれています。 

こうした「日本型学校教育」は国際的にも高く評価され、今日に至っています。 

 

一方、核家族化の進行、価値観やライフスタイルの多様化、地域社会の繋がりの 

希薄化などを背景に、「家庭の教育力」「地域社会の教育力」の低下が叫ばれるように

なり、例えば「子どもの基本的な生活習慣等」について、学校での指導が期待される

ようになってきました。教員も、「子どもたちのために」という強い思いから、子ど

もに関わるあらゆることを業務として果たそうとし、結果的に教員の業務範囲が拡大

する状況になったと指摘されています。 

  

また、いじめの未然防止対策や関係機関と連携した不登校児童生徒への取組、食 

物アレルギー対策や食育指導、特別な支援を必要とする子どもに対する福祉・医療 

等と連携した支援、学校評議員会・外部評価委員会等、保護者や地域の学校運営 

参画を進める取組など、教育現場が担うべき課題が多様化・複雑化し、増加してき 

たことも要因として指摘されています。 
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Ⅱ 国および東京都の動向                  

  平成２９年４月に文部科学省から公表された「教員勤務実態調査（平成２８年度）」 

では、小・中学校の校長・副校長および教諭の全てが、１０年前と比較して勤務時 

間が増加していることが明らかとなりました。同年６月、国は「看過できない深刻 

な状況」との認識を示し、合わせて、「調査結果により明らかになった課題に対し具 

体的かつ実効性のある取組を進める」考えを表明しました。 

 

これを受けて、中央教育審議会では、平成２９年１２月「新しい時代の教育に向け

た持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総

合的な方策について(中間まとめ)」がまとめられました。 

中間まとめでは、「学校が抱える課題は、より複雑化・困難化し、拡大せざるを得 

ない状況」という認識のもと、教師の業務負担の軽減により、教師が児童生徒に真 

に必要な総合的な指導を、持続的に行うことができる状況を作り出すため、学校・ 

教師が担う業務の明確化・適正化が必要であるとして、業務のあり方について次の 

ような考え方が示されました。 

 

 

  

  そして、「業務の役割分担と適正化を図り、具体的な削減目標設定の検討等を通じ 

て業務の総量を削減することが重要」としています。 

 

一方、東京都においても、平成３０年２月「学校における働き方改革推進プラン」 

が都教育委員会から公表され、当面「週当たりの在校時間が６０時間を超える教員を

ゼロにする。」ことを都立学校および都内小・中学校共通の目標とし、次の５つの 

取組の方向性が示されました。 

 

 

基本的に学校以外が担うべき業務
学校の業務だが、

必ずしも教師が担う必要のない業務
教師の業務だが、

負担軽減が可能な業務

放課後から夜間などの見回り
学校徴収金の徴収・管理　等

調査・統計等への回答、部活動　等 授業準備、学習評価や成績処理　等

1 在校時間の適切な把握と意識改革の推進

2 教員業務の見直しと業務改善の推進

3 学校を支える人員体制の確保

4 部活動の負担を軽減

5 ライフ･ワーク･バランスの実現に向けた環境整備

５つの取組の方向性
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Ⅲ 中央区立学校教員の勤務実態               

  中央区教育委員会では、本推進プランの策定に際し、小・中学校及び幼稚園の校 

長園長会と教育委員会事務局とで構成する「働き方改革検討委員会」を設置し、そ 

の下に副校長・副園長や主幹・主任などの教諭と事務局職員で構成する「働き方改 

革検討部会」を設置しました。 

 「働き方改革検討部会」では、区立学校教員の勤務実態を把握し、現場の実情に 

即した対策を検討するため、平成３０年５月から７月までの間に５回にわたって、 

学校現場の状況などをヒアリングするとともに意見交換を行いました。  

 また、平成３０年４月から小学校２校、中学校１校にタイムカードを試行導入し 

て在校時間の調査を実施しました。 

 

１ 教員の１日当たりの勤務時間 

（１） 平日１日当たりの在校時間 

タイムカードを試行導入した３校での教員の平日１日当たりの在校時間は、

小学校では、１０時間５６分、中学校では、１１時間２８分でした。 

 これを、管理職（校長・副校長）、教諭の別でみると、小学校では、校長１０ 

時間４２分、副校長１１時間４３分、教諭１０時間５４分で、中学校では、校 

長１１時間２６分、副校長１１時間４１分、教諭１１時間２８分となっています。 

 小・中学校とも特に副校長の在校時間が長いことが特徴です。 

 

表１ 教員の平日１日当たりの在校時間（平均）※ 

  

※平成３０年４月から６月まで。 

 

また、教員の中では、小学校では、９時間２５分のものから、１３時間１分 

のものまで、中学校では、９時間５２分のものから、１３時間１８分のものま 

で在校時間の違いが見られます。 

全体としては、小・中学校とも１０時間～１１時間、１１時間～１２時間に多

くの教員が集中しています。 

 

 

 

教　員 小学校 中学校
全体 10時間56分 11時間28分

校長 10時間42分 11時間26分

副校長 11時間43分 11時間41分
教諭 10時間54分 11時間28分
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表２ 教員の在校時間の分布※ 

  

※平成３０年４月から６月まで 

 

（２） 休日（土曜・日曜）の勤務 

   タイムカードを試行導入した３校では、休日の在校時間は記録していません 

が、いずれの学校でも、土曜授業をはじめ学校行事などにより平均１７日の勤 

務があります。（平成３０年４月～平成３１年３月） 

 

 （３）１週間当たりの在校時間 

 教員の正規の勤務時間は、１日７時間４５分、休憩４５分、１週間当たりの 

勤務時間は３８時間４５分、休憩を含めると、合計４２時間３０分と定められ 

ています。 

これに対し、上記の小学校の平日の在校時間は１週間当たり５４時間４０分 

となり、平均で１２時間１０分は時間外に業務に携わっており、中学校は合計５

７時間２０分となり、平均で１４時間５０分は時間外業務に携わっていることが

わかります。 

 

表３ 教員の１週間当たりの在校時間※ 

  

 ※平成３０年４月から６月まで 

 

  

在校時間 小学校 中学校
最　大 13時間1分 13時間18分
最　小 9時間25分 9時間52分

8～9時間 0% 0%

9～10時間 12.7% 9.1%
10～11時間 49.1% 27.3%
11～12時間 32.7% 50.0%
12～13時間 3.6% 9.1%
13～14時間 1.8% 4.5%

小学校 中学校
平日① 54時間40分 57時間20分

正規の勤務時間②
（休憩を含む）

時間外勤務（①－②） 12時間10分 14時間50分

42時間30分
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２ 東京都及び国における教員勤務実態調査との比較 

 東京都及び国における調査と比較すると、次のとおりであり、小学校ではやや少

ないものの、中学校ではほぼ同様の結果となっています。 

 

   表４ 東京都及び国と中央区の比較※ 

  

※東京都教育委員会「学校における働き方改革推進プラン」及び文部科学省「教員勤務実態調査

（平成２８年度）」を基に区が作成。ただし、国は学内勤務時間、都及び中央区は在校時間の

集計。 

 

 ３ 教員の時間外勤務の要因 

（１） 教員の多忙感に関わる調査 

   本区教育委員会が行った「教員の多忙感に関わる調査（平成２８年度）」による 

  と、時間外の勤務に及ぶ要因となる主な内容について、小学校では、「校務分掌」、 

「職員間打合せ・会議」、「授業準備・評価」との回答が５割以上又は約５割を占 

め、中学校では、「校務分掌」、「生徒理解・対応」「授業準備・評価」との回答が 

５割以上又は５割近くを占めています。 

 

 表５ 時間外勤務に及ぶ要因となる主な内容※ 

  

※教員の多忙感にかかわる調査（平成２８年度）より一部抜粋（複数回答可）。なお、本調査は

教員の自己申告によるもので、従事する時間帯や時間数に基づくものではない。 

 

 次の表は、教員の１日の流れを示したイメージ図です。小学校は学級担任制、 

中学校は教科担任制をとっていることや、中学校では部活動が行われているなど 

の違いはありますが、正規勤務時間の大半は授業（給食指導含む）に割り当てられ、

多くの教員は、勤務時間外に分掌する校務、職員間打合せ、授業準備に従事するこ

とが主な要因となっているものと考えられます。 

 

学校 東京都 国 中央区
小学校 11時間27分 11時間15分 10時間54分
中学校 11時間32分 11時間32分 11時間28分

内　容 ％ 内　容 ％
1 校務分掌 61.8 校務分掌 54.4
2 職員間打合せ・会議 59.2 生徒理解・対応 50.0
3 授業準備・評価 49.6 授業準備・評価 45.6
4 保護者対応 45.6 保護者対応 42.6
5 研修 32.7 職員間打合せ・会議 38.2
6 児童理解・対応 32.4 部活動等課外活動 38.2

小学校
順位

中学校
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教員の１日の流れ（イメージ）※ 

 
※表１の時間数を概ね当てはめた場合のイメージ図 

 

「働き方改革検討部会」における教員へのヒアリングにおいても、「児童生徒な 

  どと直接関わる業務や、学校全体あるいは複数の教員が一緒に行う業務が優先さ 

れ、自分一人で行う業務がいちばん最後になる。」という意見が出ています。 

 

（２）学校徴収金に関わる業務 

  学校では、給食費をはじめ教材費、修学旅行等の積立金など様々な用途のお金 

 を集め、関係する業者への支払いを行っています。いわゆる「学校徴収金」に関 

する事務について、本区教育委員会が調査を行ったところ、業務を担当する職員 

は、事務職員が行うところが１５校(７５％)、教諭が行うところが８校(４０％)、 

副校長が行うところが１０校(５０％)となっています。 

 また、徴収管理業務に従事する時間数は、１か月につき４時間～９時間が最も多

くなっています。 

  

表６ 学校徴収金等に関する業務の現況※ 

①徴収管理業務を担当する職員 

 

②業務に従事する時間数（平均） 

 

※平成３０年１０月「学校給食事務に関する現況調査」及び平成３０年１２月「学納金徴収に

関する現況調査」より抜粋。なお、「①徴収管理業務を担当する職員」は複数回答有り。 

 

授
業
準
備
・

登
校
指
導

会
議
・

打
合
せ

授
業
準
備

部
活
動
他

(

朝
練

)

出
　
勤

１
時
間
目

２
時
間
目

３
時
間
目

４
時
間
目

勤務時間（8:15～16:45）時間外 時間外

学
校
事
務
分
掌
・

学
年
学
級
経
営

そ
の
他
の
業
務

退
　
勤

給
食
・
昼
休
み

掃
　
除

５
時
間
目

６
時
間
目

休
　
憩

部
活
動

打
合
せ
・
学
級
活
動
等

7:30 8:15 12:00 16:45 19:00

校長 副校長 教諭 栄養士 学校事務 事務補助
5校（25%） 10校（50％） 8校（40％） 4校（20%） 15校（75％） 8校（40％）

業務内容 月3時間未満 月4～9時間 月10～19時間 月20時間以上
徴収管理業務 5校（25%） 8校（40%） 3校（15%） 4校（20%）
督促等滞納業務 11校（55%） 6校（30%） 3校（15%） 0校（0%）
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（３）部活動 

  中学校の部活動について、本区教育委員会が調査を行ったところ、文化部及び運

動部の顧問を務めている教員は、７４名で全教員の約８４％となっています。 

 部活動の活動日数は、文化部で平日は週２日、土日は活動無しが最も多く、運動

部では週４日、土日は週１日が最も多くなっています。また、活動時間は、文化部

では平日は１時間以上２時間未満が最も多く、運動部では平日は１時間以上２時間

未満または２時間以上３時間未満、土日は３時間以上４時間未満に集中しています。

特に運動部は、平日の指導だけでなく休日の指導も多く、教員の時間外勤務が長く

なる要因となっています。 

 

表７ 部活動の現況※ 

①従事者数等 

 

②活動日数 

 

③活動時間 

 

※「平成30年度部活動実施状況調査」等を基に作成。 

 

 

  

全教員数 88名
顧問従事者数 74名

割合 84%

週1日 週2日 週3日 週4日 週5日 無し 週1日 週2日 季節限定等その他
文化部 3部 11部 2部 3部 1部 16部 4部 0部 1部
運動部 1部 2部 9部 13部 0部 5部 19部 0部 0部

部活動
平日 土日

1時間以上
2時間未満

2時間以上
3時間未満

1時間以上
2時間未満

2時間以上
3時間未満

3時間以上
4時間未満

4時間以上
5時間未満

5時間以上
6時間未満

6時間以上
7時間未満

7時間以上
8時間未満

8時間以上

文化部 16部 4部 1部 1部 0部 1部 0部 0部 0部 1部
運動部 13部 12部 0部 3部 12部 4部 0部 1部 0部 0部

土日
部活動

平日
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Ⅳ 目標と取組方針                     

本区立学校教員の勤務実態については、各種調査の結果や「働き方改革検討部会」 

 における教員へのヒアリングの内容等を踏まえると、国や東京都が公表する教員の 

勤務実態とおおむね同様の傾向にあり、総じて長時間勤務の状況にあることがうか 

がえます。 

 教育委員会では、教員の勤務環境を取り巻く状況を踏まえ、教員の長時間勤務を 

見直し、すべての教員が心身ともに健康で、意欲と高い専門性をもって、子どもた 

ち一人一人に丁寧に関わり、質の高い教育活動に取り組むことができるような「環 

境づくり」が必要であると考えます。 

教育委員会では、こうした考え方に基づき、引き続き、教員の正確な勤務実態の 

把握を進めていくとともに、具体的な目標を設定し、取組方針を定めることとしま 

す。 

 

 

 

 

 

○５つの取組方針 

教育委員会では、これまで少人数指導非常勤講師、理科支援員、体育指導補助員な

ど、教育活動をサポートする多くのスタッフを配置して、学校教育の充実に力をいれ

てきました。これにより教育内容の質の向上を図ってきましたが、その一方、教員業

務の効率化には必ずしも結びついてきませんでした。 

今後は、さらに教員の長時間労働を改善するために、教員の勤務実態を把握し、役

割分担のあり方や業務の進め方など、さまざまな観点からの見直しを進める必要があ

ります。 

また、限られた時間の中で最大限の効果を上げるという働き方に向け、管理職や教

員の意識を変えていくことも重要です。 

そこで本プランでは取組方針として以下の５点を柱として、総合的な対策を講じて

いきます。取組の具体的な方向性は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

中央区立学校における働き方改革の目標 

１日の勤務時間を超えた時間の１か月の合計が 

４５時間を超える教員をゼロにする 
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○各取組方針における方向性 

（１）在校時間の適切な把握と改善に向けた行動  

 

教員の在校時間を正確に把握していくことで、管理職や一般教員に時間を意識した

働き方の意識付けを行うとともに、記録したデータを活用して長時間労働の改善に向

けた対応策の具体化に取り組んでいきます。 

  

＜早急に取り組んでいく対策＞ 

 

・IC カードシステムによるタイムレコーダーの導入を進め、正確な在校時間の把握

に基づいて、管理職による教員への個別の指導・助言やメンタルヘルスケアを進め

ます。さらには各教員の労働時間の状況により、校務分掌の見直しを行います。 

 

・実効性のある定時退庁日の設定により、教員が退庁日を意識した業務の遂行を促進し 

ます。 

 

・長期休業中に連続した一斉休暇取得や週休日振替の確実な実施を図ります。 

 

・休日・夜間留守番電話を設置し、保護者や地域、関係機関、業者等からの電話対応

時間の縮減によって、授業準備等に専念できる時間の確保を図ります。 

 

 

 

 

 

 

（１）在校時間の適切な把握と改善に向けた行動  

（２）教員業務の見直しと業務改善  

（３）教員の支援体制の整備 

（４）部活動のあり方と教員負担の軽減 

（５）ワーク･ライフ･バランス実現に向けた学校風土改革と保護者･ 

地域の理解促進 
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（２）教員業務の見直しと業務改善  

 

給食費未納者への督促や教材費等学校徴収金の事務について、教員の負担が大きい

との指摘があります。また、教育委員会への提出物が多岐にわたり手間がかかるとの

意見もあります。 

このため、教員本来の専門性が発揮できるよう、教員以外の者が担えるものについ

ては役割分担を見直すことや、事務局から学校への依頼・提出先の一元化など、学校

や教員の業務の軽減に取り組んでいきます。 

 

＜早急に取り組んでいく対策＞ 

 

・給食費や学校徴収金事務（収納管理、督促処理等）について教員業務から他へ移 

行する方策を具体化させます。 

 

・教育委員会から学校あての調査依頼文書について精選のうえ、発出抑制をするとと 

もに、事務局各課相互の調査結果の共有の促進を図ります。 

 

 

 

（３）教員の支援体制の整備  

 

在校時間が長くなる理由として校務分掌を上げる教員の割合が高く、児童・生徒の

在校中は時間の確保が難しいと考えられます。また、事務職員の担当業務が学校ごと

に差異があるとの指摘があります。 

このため、専門スタッフや外部人材等の活用を図るとともに、教員と学校事務職員

との役割分担を見直し、学校の組織運営や指導体制の強化に取り組んでいきます。 

 

＜早急に取り組んでいく対策＞ 

 

・副校長や教員の校務運営や授業準備を支援する人員の配置等を進め、負担軽減を図

るとともに、より職責を果たせる体制整備を図ります。 
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（４）部活動のあり方と教員負担の軽減  

 

本区部活動調査によると部活動の活動時間は、運動部では平日は週４日、土日は週

１日、一日当たり平日は１時間以上３時間未満、土日は３時間以上４時間未満が多い

という現状があります。また、部活動によっては顧問として競技経験がなく指導に従

事するケースもあり、生徒への部活動指導の充実という観点からも部活動のあり方を

見直し、より適正な指導体制の確立を図るとともに、顧問業務に従事する教員の負担

軽減に取り組んでいきます。 

 

＜早急に取り組んでいく対策＞ 

 

・東京都の部活動ガイドラインを踏まえた中央区教育委員会版ガイドラインを策定 

し、部活動顧問の負担軽減を図ります。 

 

・外部の「部活動指導員」を導入し、順次配置できる体制の確立を図ります。 

 

 

 

（５）ワーク･ライフ･バランス実現に向けた学校風土改革と保護者･地域の理解促進 

 

毎日遅くまで残って働くことが評価されたり、周りの教員が残っていると早く帰り

づらいといった風土や、保護者や地域との関わり方について検討を進め、ワーク・ラ

イフ・バランスの実現に向けて、教員が仕事と家庭を両立できるよう支援を行ってい

きます。 

 

＜早急に取り組んでいく対策＞ 

 

・タイムマネジメント管理職研修や管理職の職務目標の明確化と、教育委員会の指導

により、すべての学校・幼稚園において、教員の早期退庁が当然とされる学校風土

の改革を目指します。 
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Ⅴ 働き方改革の着実な推進に向けて              

教員の職務は、人間の心身の発達に関わっており、その活動は、子どもたちの人 

格形成に大きな影響を与えるものです。すなわち学校教育は教員の資質能力に負う 

ところがとても大きいという特質があります。 

 

中央区教育委員会は、「学校における働き方改革」を進めることにより、教員の長 

時間勤務を改善することは、学校教育の質の向上に繋げていくものであるという目 

的意識に則り、本推進プランの取組方針に基づく施策を具体化させていきます。 

 そして、各施策の実施状況を逐次確認し、効果を検証して、次年度以降の改善に 

活かしていき、継続的に取り組んでいきます。 

 

また、「学校における働き方改革」を実効性あるものにするためには、保護者の皆 

様はもとより、日頃から学校を支えていただいている地域の方々の理解と協力が欠 

かせません。教育委員会では、働き方改革の意義や施策の内容について、広く伝えて

いくとともに、ご理解ご協力をいただけるよう取り組んでいきます。 

  

  

 


